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売上高･客数・客単価 前年対比推移
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(4Q 売上高総括)
引き続き昨年の米価高騰の反動減（米の既存店昨対55〜60%台）が、既存店売上高を押し下げる四半期となった。
この傾向は本年9月まで続く見込みで、7〜9月は政府備蓄米販売(各月 +6.5億円)の前年ハードル。
医薬品：3Qは花粉の早期・大量飛散で回復基調にあったが、4Qは前年の花粉ピーク（4月）や感冒需要の反動減により軟調に転じた。
食品：米の反動減が継続する一方、青果は5〜6月にかけて相場が一巡し回復。
精肉・デリカなど生鮮食品は価格訴求が奏功し、SM、CvSからの需要取り込み。
一点単価は、持続的な物価高で節約志向が続き、買上点数の低下傾向は3Qから変わらず継続した。
その中で、EDLP維持による価格優位性が引き続き奏功し、既存店客数昨対は+3.1%と伸長。

通期4Q3Q2Q1Q

+9.8%+10.4%+7.8%+9.2%+12.0%全店

+2.9%+2.9%+0.5%+2.5%+5.8%既存店

+2.9%+3.1%+1.5%+2.3%+4.3%客数

+0.1%△0.3%△1.0%+0.1%+1.4%客単価

+4.0%+1.2%+3.0%+5.2%+6.7%一点単価

△3.8%△1.4%△3.9%△4.8%△5.0%買上点数

+1日+1日△1日±0日+1日土日影響 *

* 土日はポイント販促を行っており、増減の影響は、1日あたり±0.7%/Q 。 



計画対比△0.2%、1.4億円の未達で着地。新規出店数は、期ズレにより中間時点の修正計画 に対し△4店舗の、26店舗。売上高

荒利益率は計画比△0.1ptで着地。
3Q同様、売上高を伸長させるため、荒利益率を、販管費とのバランスを見ながらコントロールし、価格優位性を維持した。
外的要因では、前半の風邪薬系の伸び悩みでOTC構成比が微減したことも、荒利益率に若干のマイナス影響。

荒利益高

計画比 △0.5億円と抑制して着地。
・人件費が計画比△0.9億円、セルフレジの安定稼働と、マネジメントパートナー制度(社員業務をパート従業員へ一部移譲)などによって、
計画から更に抑えることが出来た。また県別人員配置の適正化で寮費が計画比△0.2億円

・電力単価UPで水道光熱費が計画比+0.8億円と急増。 資産除去債務履行差額(一過性)で+0.3億円 その他、軽微な差異累計が△0.5億円。

販管費

以上から、営業利益は計画比△63百万円の着地となった。(電気代高騰、資産除去債務履行差額の一過性費用がなければ計画超過)

2026年６月期 4Q会計期間 前年比
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(百万円)
前年比

FY2026 4Q会計 実績FY2025 4Q会計 前年

売上比率金額売上比率金額

+5,525
+10.3%

-58,928-53,403売上高

+995
+9.0%

20.6%12,11020.8%11,115荒利益高

+851
+10.3%

15.5%9,14715.5%8,296販管費

+143
+5.1%

5.0%2,9625.3%2,818営業利益

+135
+4.8%

5.1%2,9885.3%2,853経常利益

+60
+2.7%

3.8%2,2534.1%2,193四半期純利益

2629新規出店

22閉店

31大型店等→R店改装

実績の
計画比

FY2026 4Q会計 計画

売上比率金額

△143
△0.2% 

-59,072

△113
△0.9% 

20.7%12,224

△50
△0.5% 

15.6%9,198

△63
△2.1% 

5.1%3,026

△38
△1.3% 

5.1%3,027

+23
+1.1% 

3.8%2,230

△430

±02

±03



2026年６月期 4Q累計期間 前年比
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(百万円)

実績の
計画比

FY2026 4Q累計 計画

売上比率金額

△561
△0.3% 

-221,200

△276
△0.6% 

20.4%45,200

△211
△0.6% 

15.4%34,150

△64
△0.6% 

5.0%11,050

△42
△0.4% 

5.1%11,200

+25
+0.3% 

3.5%7,850

△461

±03 (大型店)

±08

前年比
FY2026 4Q累計 実績FY2025 4Q累計 前年

売上比率金額売上比率金額

+19,852
+9.9%

-220,638-200,786売上高

+4,033
+9.9%

20.4%44,92320.4%40,889荒利益高

+2,707
+8.7%

15.4%33,93815.6%31,231販管費

+1,326
+13.7%

5.0%10,9854.8%9,658営業利益

+1,258
+12.7%

5.1%11,1574.9%9,899経常利益

+808
+11.4%

3.6%7,8753.5%7,066四半期純利益

5754新規出店

37閉店

81大型店等→R店改装

中間時点の計画対比△0.3%、5.6億円の未達で着地。新規出店数は、期ズレにより中間時点の修正計画 に対し△4店舗の、
57店舗(純増 54店舗)。

売上高

荒利益率は計画比△0.07ptで着地。
売上高を伸長させるため、荒利益率を、販管費とのバランスを見ながらコントロールし、価格優位性を維持した。

荒利益高

中間時点の計画比 △2.1億円で着地。
・電気代の急騰を除き、本年も適切に経費コントロールを持続することが出来た。

販管費

以上から、営業利益は中間時点の計画比△64百万円の着地となった。



四半期会計期間 連結業績推移
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(Millions of Yen)

1Ｑ 2Ｑ 3Ｑ 4Ｑ FY 1Ｑ 2Ｑ 3Ｑ 4Ｑ FY 1Ｑ 2Ｑ 3Ｑ 4Ｑ FY

Net sales 46,871 45,095 44,619 48,272 184,860 50,050 48,708 48,624 53,403 200,786 56,042 53,218 52,449 58,928 220,638

YoY of sales +10.0% +9.3% +10.6% +7.6% +9.3% +6.8% +8.0% +9.0% +10.6% +8.6% +12.0% +9.3% +7.9% +10.3% +9.9%

Gross margin 19.9% 20.9% 19.8% 20.7% 20.4% 20.2% 20.1% 20.3% 20.8% 20.4% 20.2% 20.5% 20.1% 20.6% 20.4%

SG&A ratio 15.6% 15.7% 15.1% 15.5% 15.5% 15.6% 15.4% 15.7% 15.5% 15.6% 15.0% 15.3% 15.7% 15.5% 15.4%

Operating

profit
2,015 2,371 2,107 2,520 9,015 2,272 2,323 2,243 2,818 9,658 2,916 2,801 2,304 2,962 10,985

Operating

margin
4.3% 5.3% 4.7% 5.2% 4.9% 4.5% 4.8% 4.6% 5.3% 4.8% 5.2% 5.3% 4.4% 5.0% 5.0%

FY2026FY2025FY2024
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主要経営効率の推移
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坪当たり経費高を20万円で維持しながら、EDLP戦略によって坪当たり売上高(＝荒利益高)を

押し上げることによって、坪当たり営業利益高を向上させる。(結果として経費率は下がる)

※2022年6月期以降の当社数値は、 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用しております。 

１Q ２Q 3Q 4Q FY

坪当たり売上高 千円/坪・年 1,169 1,135 1,180 1,275 1,315 1,395 1,321 1,329 1,431 1,354

坪当たり荒利益高 千円/坪・年 249 227 241 259 268 283 271 267 294 276

坪当たり販管費 千円/坪・年 197 186 197 197 205 210 202 209 222 208

坪当たり営業利益高 千円/坪・年 52 42 44 62 63 73 70 58 72 67

従業員一人当たり売場面積 坪/人 30.5 31.4 33.6 34.2 36.6 37.5 39.8 40.5 36.4 38.9

総資産回転率 回 1.6 1.6 1.7 1.7 1.7 1.7 1.6 1.6 1.7 1.6

ROA(経常利益ベース) % 7.6 6.5 7.0 8.4 8.2 8.9 8.8 7.1 8.7 8.2

ROE % 16.2 12.9 12.4 14.5 14.2 15.0 14.3 11.4 15.8 13.8

自己資本比率 % 35.4 37.3 38.4 40.9 41.8 40.7 42.8 41.4 42.0 42.0

利潤分配率 % 20.8 18.3 19.4 24.0 23.6 25.7 25.6 21.9 24.5 24.5

項目 単位
FY2026

FY2025FY2024FY2021 FY2022 FY2023



荒利益率・販管費率 四半期推移
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営業利益率 四半期推移
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荒利益率･販管費率･営業利益率 四半期推移
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収益認識基準

COVID-19 pandemic

ディスカウント強化

※2020年6月期の当社数値は、福井県マスク購入あっせん販売の売上を除いております
※2022年6月期以降の当社数値は、 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用しております。



2027年６月期 通期業績予想
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(百万円)

YoY changeFY2027 予想FY2026 実績

率差売上比率金額売上比率金額

※既存店昨対
+3.5%

+23,361
+10.6%

-244,000-220,638売上高

+0.1pt
+4,976
+11.1%

20.5%49,90020.4%44,923荒利益高

+0.2pt
+3,962
+11.7%

15.5%37,90015.4%33,938販管費

△0.1pt
+1,015
+9.2%

4.9%12,0005.0%10,985営業利益

△0.1pt
+942

+8.4%
5.0%12,1005.1%11,157経常利益

△0.2pt
+325

+4.1%
3.4%8,200 *3.6%7,875当期純利益

-+10.3円268.8円258.5円EPS

* 当期純利益予想については、

賃上げ促進税制の控除廃止、防衛特

別法人税の追加影響等を織り込んで

いるため、伸長率が他の利益より小

さくなります。

7557新規出店

5 (大型店)3 (大型店)閉店

98大型店→R店改装



Financial Results and Forecasts

12

(百万円)

出店

閉店

改装
(大型店→R店)

RPDC(物流センター)

TC(物流センター)

売上高 154,640 8.6% 169,059 +9.3% 184,860 +9.3% 200,786 +8.6% 220,638 +9.9% 244,000 +10.6%

30,954 34,553 37,620 40,889 44,923 49,900

20.0% 20.4% 20.4% 20.4% 20.4% 20.5%

25,279 27,844 28,605 31,231 33,938 37,900

16.3% 16.5% 15.5% 15.6% 15.4% 15.5%

5,675 6,709 9,015 9,658 10,985 12,000

3.7% 4.0% 4.9% 4.8% 5.0% 4.9%

4,420 4,764 6,324 7,066 7,875 8,200

2.9% 2.8% 3.4% 3.5% 3.6% 3.4%

 CAPEX

 EPS(円) (注)

 ROE      (%)

- 1 -

12.4

146 157

12.9

+7.8%

10,588 9,736

純利益 (注)

+18.2%営業利益 △9.8%

販管費

荒利益

7

21 3

0

30

FY2022 FY2023

43

FY2026

57

8

3

1

-

20,278

259

13.8

--

+9.9%

+8.7%

+13.7%

+11.4%

+11.6%

+5.4% +10.1%

+2.2%

△8.5%

-

10,631

208

14.5

+8.9%

+2.7%

+34.4%

+32.7%

15,618

232

14.2

+11.7%

+8.7%

+9.2%

+7.1%

FY2025FY2024

31

3

7

-

54

1

7

-

+4.1%

22,000

269

14.0

FY2027
(Forecasts)

75

5

9

FY2029に1棟予定

-

+11.1%

+11.7%

+9.2%

(注) 当社は、2024年6月21日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っております。過年度において当該株式分割が行われたと仮定し、EPSを算定しております。
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【問い合わせ先】

Genky DrugStores 株式会社 IR広報室
E-mail : genky-ir@genky.co.jp

みんせつ 取材カレンダー
https://app.msetsu.com/interviews/1uEoNAeI
TEL : 0776-67-5240 (ゲンキー株式会社 代表)

－ご注意－

本資料に記載されている予想数値は、当社が現在において入手可能な情報、及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に基づく

仮定を前提としています。

また、プレゼンテーションの際の説明には、将来の見通し・判断・計画あるいは戦略が含まれています。これら将来予測による

記載及び発言は不確定要素を含んでいることから、実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。



2027年6月期 経営戦略

Genky DrugStores株式会社

(Code number: 9267, 東証プライム市場)

2026.07
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マクロ環境・

ドラッグストア業界状況
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マクロ環境：消費マインド
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出典:厚生労働省 毎月勤労統計調査

-5
-4
-3
-2
-1
0
1
2
3
4
5
6 実質賃金 消費者物価指数

地方の賃金が上がらない伸びない実質賃金と止まらない物価高

消費者の強い節約志向

出典:総務省統計局家計調査（家計収支編） 時系列データ（二人以上
の世帯）より12ヶ月間移動平均

・物価上昇により、消費者の節約志向は加速している。

・都心は賃上げが進む一方、地方は賃上げが物価高に追いつかず、生活がより困窮。

増加率
(対2020年)

2024年
平均年収

+6.1%471万円東京都

+4.0%418万円愛知県

+3.6%415万円滋賀県

+3.8%400万円岐阜県

+2.9%395万円福井県

+2.9%394万円石川県

出所 「転職サービスdoda平均年収ランキング（47都道府県・地方別の年収情報）【最新版】」https://doda.jp/guide/heikin/area/
平均年収ランキング2020（47都道府県・地方別の年収情報）



マクロ環境：人口減少
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DgS店舗数(左軸) 人口(右軸･百万人) DgS1店あたり
人口(人)

県別総人口
(千人)

DgS
店舗数

3,957744188福井県

4,0181,109276石川県

4,2161,931458岐阜県

5,4751,407257滋賀県

5,8377,4771,281愛知県

オーバーストアズ & 人口減少 DgS 1店あたり人口は6,000人以下

出典:経済産業省 商業動態統計調査 長期時系列データ
総務省統計局 統計データ 人口推計

出典:経済産業省 商業動態統計調査 統計表一覧 時系列データ
総務省統計局 統計データ 人口推計

・店舗数増加と人口減で、ドラッグストア1店舗あたり人口は、減少の一途。

→各社、その中でどう持続的な成長モデルを構築するか模索している。
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業界環境：ドラッグストア業界のポジションが2極化

“FOOD & DRUG” Group

“Specialty Drug” Group

Co社

Ｙ社
Ａ社

T社

Ｍ社

Ｓ社

“Specialty Drug” Group

都心部の人口密集地に出店

調剤・ヘルスケア・化粧品が中心

インバウンド含め付加価値品による客単価UP

アジア展開・M&Aによる規模拡大

“FOOD & DRUG” Group

地方・郊外で集中出店によるドミナントエリア構築

食品強化でSMから集客

主にM&Aではなく独自モデルの多店舗出店で成長



業界環境：各グループの「稼ぎ方」の違い
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グラフの上辺が荒利益率、下辺が販管費率、その幅が営業利益率
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“FOOD & DRUG” Group

主戦場である地方で成り立つため、

“食”に特化し、SM、CVSからお客を奪う

価格優位性を出すためディスカウンティング追求

それを維持する低コストの効率的運営

“Specialty Drug” Group

ハイコストな都心で利益を出すため、

高荒利率を確保するブランディング追求



7

ゲンキーの戦略



ゲンキーの特徴

8

ゲンキー
一般的な

スペシャリティ
ドラッグストア

地方・田舎都心部出店地域

70%(業界最高値)10～30%食品構成比

左記に加え
日配・野菜・果物
精肉・弁当・惣菜

飲料
加工食品、冷凍食品

食品カバー領域

全店なしあり調剤薬局

全店なしありインバウンド

1,000㎡ (300坪)300㎡～800㎡売場面積

5,000人(業界最小)15,000～20,000人必要商圏人口

標準店舗
ローコスト
セルフサービス
低価格
高来店頻度

カウンセリング
調剤 ヘルスケア
高粗利・高付加価値

特徴
20

70
20

12

20

10

40

8

一般的な

Speciality DgS

ゲンキー

レギュラー店

医薬品

化粧品

雑貨

食品

(調剤含)



DgS各社 荒利益率・販管費率 四半期推移

9

他社が荒利を上げて経費増の帳尻を合わせる中、 ゲンキーは業界最低の「低荒利率」を追求。

それを支える、仕組みとしての「最低経費率」により、安定した収益性の確保

さらに、荒利益率・経費率のいずれも、他社に比べ安定したコントロールが実現できている
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DgS各社 営業利益率 四半期推移

10

ゲンキーは今後も出店を加速させながら、営業利益率 4.5%-5.0%を維持する
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2. マーチャンダイジング

3. 高速多店舗出店



お客様に最大の価値を提供できるゲンキーの店舗

12

完全標準化 ローコスト店舗
『レギュラー店』

‘26/7月現在 511/535店舗 (96%)

食品 雑貨 化粧品 医薬品

セルフレジ

食品 雑貨 化粧品 医薬品

セルフレジ

生鮮

食品 雑貨 化粧品 医薬品

セルフレジ

食品 雑貨 化粧品 医薬品

セルフレジ

生鮮

LCO



EDLC(エブリデイ ローコスト)文化

13

売れなくても儲かる仕組みを作るのがチェーンストア。

人口減少・オーバーストアによる極小商圏化の中、

低い損益分岐点売上高比率を追求、長期的な残存者利益を狙う

LCO
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R店坪当たり売上高

R店坪当たり販管費

この7年間、R店の坪経費は一定を維持

(千円)

30.5  

31.4  
33.6  34.2  

36.6  

38.9  

20坪 

25坪 

30坪 

35坪 

40坪 

45坪 

従業員1人当たり売場面積(坪) 

※一般的なDgSは、20坪/人 

完全本部主導の店舗オペレーションによる、

業界トップの『従業員一人当たり売場面積』で

人件費増加を抑制 + 採用難に対応



ヤメル・ヘラス・マトメル で店舗業務の効率化を追求

14

 全店セルフレジ

 日替わり特売なし

 チラシ販促なし

 SNS販促なし

 自社アプリなし

 過剰な接客なし

 インバウンド・免税対応なし

 調剤薬局なし

 EC、宅配なし

 カテゴリ納品(同一通路ごとにまとまった納品体制)による、店舗の品出し効率化

 納品頻度の削減で、品出し作業の集中化

 本部一括の商品発注、単品在庫管理で店舗作業なし

 店舗スタッフのレイバースケジュールを本部で一括作成

 標準店舗(レギュラー店)による道具・動作・手順の統一

 これにより現場対応、個別判断を排除し、従業員の習熟を求めない。

安く売り続ける「仕組み」として、販促や過剰な接客をヤメル・ヘラス

店舗業務を本部や物流センターにマトメル

→店舗では徹底したセルフサービスで、単純化したオペレーションを追求

LCO



自前主義

15

不動産ディベロッパーを介さない自社開発によって、
立地の標準化と不動産費の圧縮を実現

(1) 店舗開発

仕様、デザインから保管管理、配送まで自社で行い、
圧倒的な低価格で節約志向に対応

(2) プライベート
ブランド商品

3PLに頼らない自社運営で
業界最低の物流費比率を維持

(3) 物流

弁当・惣菜・精肉の自社プロセスセンターを運営。(4) 生鮮食品

システム専門部署を東京に配置し、人員を拡充中。
基幹システム、物流、在庫管理、レジ周りなど順次内製化

(5) システム

LCO

重要な分野は徹底して自前化。他社が追随できないローコストの根幹を担う。



物流 SCM改革

16

LCO

「物流を制するものは小売を制する」

店舗の生産性向上と業界トップレベルのロジスティクスコスト実現

物流とITの自前化メリットを最大限に活かし、サプライチェーン全体の改革を推し進める。

川上

（メーカー・ベンダー）

川中

(物流センター)

川下

(店舗)

・カテゴリー納品の

ブラッシュアップ

・店舗納品頻度の削減

・物量のならし平準化

・幹線便の積載率向上

・幹線便24時間稼働による往復便活用

・チルド便2温度帯配送

・複数DCの在庫最適化

・出荷作業の生産性見える化、表彰制度

・リードタイム再構築による物量平準化

・発注納品のリードタイム再構築

・発注納品サイクルの再構築

頻度削減で負担軽減

・青果のセンター待機時間を削減

・店舗配送帰り便による集荷

具
体
策

・店舗配送ルート最適化システム・幹線便予測システム

・ゲンキーロジシステム

（WEBオープンプラットフォーム）

・ロジスティクス効率把握システム

・トラックバース予約システム

・コンテナデバン管理システムシ
ス
テ
ム



戦略
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2. マーチャンダイジング

3. 高速多店舗出店



EDLP(エブリデイ ロープライス)文化

18
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R店坪当たり売上高

この8年間で、R店の平均坪当たり売上高は
1.4倍に伸長

(千円)

MD

• 2019年8月10日から、食品を中心とした
強力なディスカウントを実施。

• 2020年5月から、日替りによるハイ&ローと決別し、
EDLPのさらなる追求。

• チラシの折込頻度を隔週→月1回→四半期へ。
浮いた経費はディスカウントの原資。

目的
より、お客様の立場に立った店舗となるため、
店頭売価の信用を構築する。

EDLPは一時的な集客や販促の道具ではない。

ディスカウンティングの追求によって地域の人々の暮らしを豊かにする事が、

チェーンストアであるゲンキーの使命である。



生鮮食品やお惣菜の強化で来店頻度・買上げ点数の向上

19

冷凍食品

いずれも、スーパーマーケットより10%以上低い価格で、強い集客力を持つ。

MD

青果・果物 精肉



お買い得デリカでコンビニエンスストアからの集客強化

20
※いずれも税抜価格。2026年6月時点の価格であり、現在とは異なる場合がございます

節約志向の高まりで、客数の伸び悩むコンビニエンスストアからランチ需要を奪い、

コンビニキラーとしての位置づけを強化

MD

サンドイッチ、99円～199円

おにぎり、79円、99円

お弁当・巻き寿司 199円～299円



プライベートブランド 全カテゴリ・低価格帯

21

MD



プライベートブランド スイッチングPB

22

店頭では、ナショナルブランド品の隣で

比較陳列することで、価格優位性を際立たせ、

お客様のスイッチング購買を促す

MD



PB構成比は業界トップ

23

20年以上取り組み続けてきた低価格PB

→物価上昇の中で、強力な安さイメージを確立

低価格と高利益率が特徴

• 顧客の節約志向に強い訴求力

• 食品構成比の上昇に伴う

荒利益率低下へのカウンター

※グラフの数値は、年間平均構成比になります

23.0% 23.3%
24.0%

26.7%

29.1%

31.4%

32.8%

16.1%

17.9%

19.1%

21.3%

23.2%
24.6%

26.4%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

数量構成比

売上高構成比

MD



3つの取組み

24

① 青果コールドチェーンPJ

目的:米国レベルの青果鮮度へ。SM代替フォーマットとして来店頻度増加

② 中食核売場PJ

目的:来店頻度を高め、小商圏を深堀りし、店舗あたり必要商圏人口を減らす。

③ 100均改革PJ

目的:来店客数と買上点数の増加。

生活消耗品満載ストアにふさわしい非食品売場の構築

MD

キーワードは「レベル統一」

3つの取組は独立した施策ではなく、来店頻度と買上点数の両輪を強化し、

小商圏を深堀りする(必要商圏人口5,000→3,000人)ことで、出店余地の拡大につなげる

一体の取組みである。



3つの取組み ①青果コールドチェーンPJ

25

‘26/7、産地直送の取組、段階的に開始
(キャベツ、ピーマン、レタスを順次

鮮度到達日数 3日短縮

狙い: 価格維持で鮮度アップ→バリュー向上

短期
(1年)

産地カレンダー・入荷品質基準の厳格化
廃棄ロス削減、回転日数1割改善

狙い: 品質基準外品の水際排除、原価率改善

中期
(3年)

コールドチェーン完成、高鮮度売場を維持

狙い: 来店頻度の増加でSM代替フォーマットへ

長期
(5-10年)

米国レベルの青果鮮度へ進化。ただの品揃えや安さだけではお客様に価値を提供できない。

近隣スーパーよりも高い鮮度を仕組みで継続し、来店頻度を向上させる。

MD



3つの取組み ②中食核売場PJ

26

高齢化・女性の社会進出と行った時流を捉え、今まで以上に来店頻度を高める小商圏深堀り。

これによって店舗あたりの必要商圏人口を減らし、出店余地を拡大させる。

MD

ベーカリーPC製造・おにぎり値下げ・
中食売場再編

狙い：各カテゴリの既存店昨対(部門別) +10%

短期
(1年)

愛知岡崎RPDCで、パン/カット野菜を内製化

狙い：各カテゴリの販売数を10%以上伸長、ゲンキーの核
売場へ成長させる。

中期
(3年)

中食構成比15%へ
来店頻度向上で必要商圏人口5,000人→3,000人

狙い: 小商圏モデルのさらなる深耕

長期
(5-10年)



3つの取組み ③100均改革PJ

27

ありきたりなドラッグストア雑貨売場からの脱却。生活消耗品満載ストアにふさわしい

便利な生活雑貨売場を再構築し、荒利益率を維持しながら来店頻度と買上点数を増やす。

MD

実験店舗で棚割設計、SKU決定
調達ルートのソーシング

狙い: グランドデザインの設定

短期
(1年)

対象カテゴリ拡大とPB化の深耕

狙い：買上点数+1、客数+5%(対象カテゴリ)
荒利益率維持

中期
(3年)

さらに買上点数向上、100均から顧客を奪い、来店頻度向上

狙い：買上点数+3、客数+10%(対象カテゴリ)

長期
(5-10年)



戦略
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2. マーチャンダイジング

3. 高速多店舗出店



出店数の拡大施策

29

 レギュラー店という単一モデルに限定した出店

 単純オペレーションにより、1店舗あたり10名で運営。人材不足に対抗

 これまで週3店以上の同時出店を自社ノウハウとして確立した。→150店/年 出店体制は構築済

 店舗開発人員 業界最大クラスの100名体制

 土地成約に対するインセンティブプラン

 半年ごとの店舗開発部メンバー入替

 建設部による自前建築体制により、出店コストの増加に対抗

 店舗開発部から、物件候補地を調査する役割を切り離し「商圏調査部」を新設。

既存の売上予測課と統合し、店舗開発部員は、出店可能候補地に限定された物件の交渉に集中

 簡易的売上予測システムの新規開発で、事前に物件候補地を絞り込み

出店

ゲンキーにとって、出店こそが最大の成長エンジン。過度に戦線を広げすぎず、

ドミナントエリアを着実に構築し、安定した収益性を保ちながら高速成長を実現する。



店舗開発部の業務範囲を集中、成約数をUPさせてきた

30

出店

青色が、「店舗開発部」の業務分掌。段階的に業務範囲を狭め、業務を集中させてきた。

2023年、｢建設部｣新設により、
建築関係の業務を店舗開発部から切り離した

物件

ソーシング

地権者

交渉

売上
予測

社内

承認

測量・

開発行為

建築

入札手続
建築 新店準備 開店

物件

ソーシング

地権者

交渉

売上
予測

社内

承認

測量・

開発行為

建築

入札手続
建築 新店準備 開店

店舗運営部

物件
ソーシング

簡易
売上予測

地権者

交渉

正式
売上予測

社内

承認

測量・
開発行為

2025年、「商圏調査部」が、物件ソーシングと簡易売上予測を事前に実施することで、
出店確度の高い物件候補地に集中して交渉することが可能となった

2022年までの、店舗開発部業務範囲



商圏調査部による出店事前評価

31

ゲンキー独自の
売上予測アルゴリズム

競合店・道路・地形

13ヶ月後の売上予測結果

メッシュ別人口

過去事例からの立地評価

出店

店舗開発部と別組織の「商圏調査部」が、独自分析で出店可否をあらかじめ簡易判断

→確実に売れる立地に絞って、地権者に出店交渉を行う



総勢 100名以上による出店強化体制

32

出店

商圏調査部
25名

• 出店可能物件の
ソーシング

• 人口や競合状況から
売上高予測

店舗開発部
77名 24チーム

• 地権者様から
土地をお借りする交渉

• 適切な賃料設定

建設部
15名

• 建設工程コントロール

• 建築費の抑制

• 建築の標準化

属人的な用地確保や、無計画な膨張とは一線を画す、「仕組み」を確立してきた。

引き続き、持続的な出店プロセスを構築し、確実に売れる場所に出店を続ける 。

今期:40名増員
まずは8月に20名追加

工期遅延対策強化
現状 余地 最終

愛知県 185 267 452
滋賀県 40 74 114
石川県 73 41 114
岐阜県 144 23 167
福井県 92 13 105
5県合計 534 418 952



建設部による開店遅延対策強化

33

出店

商圏調査部・店舗開発部によって出店確度を高めた物件について、

建設部が、「遅延なく開店まで運ぶ」最終工程を担っている。

開店遅延を防ぐため、仕組みとして対策を強化する。

対策

1 工程の前倒し・現場集合チェック

関係者の現地確認を着手前に集約し、追加工事・手戻り
の発生源を上流で除去。

2 逆算での週次工程の可視化

開店日から逆算した工程を物件単位で週次管理し、遅延
を早期に検知。

3 システムによる自動牽制

進捗をシステムで共有し、期日前アラートで関係者全員
へ自動的に履行を促す。

現場チェックシートの標準化

システムで全店舗の工程管理・自動アラート



FY2026 534店 
FY2027 604店 

FY2028 700店 
FY2029 830店 

FY2030 1,000店 
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売上高 (千万円) 店舗数

出店

まだ、5つの県しか出店していない。

将来的な出店余地は42都道府県にある。

2026年7月時点

福井県 93 stores

石川県 72 stores

岐阜県 146 stores

愛知県 184 stores

滋賀県 40 stores

合計 535 stores

Source : https://www.google.com/maps/



物流 店舗網を支える 県ごとミドルサイズRPDC
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• 2019年6月
岐阜県に、１棟目の中核センター 『岐阜安八RPDC (注)』 稼働
（延床面積 13,000坪、投資総額 65億円）

• 2023年7月
富山県小矢部市に、２棟目の中核センター『富山小矢部RPDC』建設
(延床面積 約11,500坪、投資総額 55億円)

• 2026年5月
滋賀県甲良町に、物流拠点としてTCを建設
(延床面積 約3,300坪、投資予定額 25億円 )

• 2028年12月(予定)
愛知岡崎市に、３棟目のRPDCを建設予定
(延床面積24,000坪、投資予定額 150億円強 過去最大規模 )

注:RPDCとはリージョナル・プロセス・ディストリビューションセンターの略で、
ゲンキーにおける、物流及び食品加工の主要拠点となる施設の呼称です。

• 自前化による物流コスト改善

• 自社物流体制強化により、高速出店を支える作業システムの改革

• 標準化された複数RPDCを統括管理する、物流システムを構築

岐阜安八RPDC

富山小矢部RPDC

滋賀甲良TC

物流

予) 愛知岡崎RPDC



高速出店を支える人的資本
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人材

持続可能な企業成長に寄与する人材を育てるため、

人事本部が採用から初期教育・生涯教育までを網羅的に管掌することにより、

一貫性のある人材戦略を構築

幹部候補者の

特別実践プログラム

次世代幹部候補者の

特別プログラム

現場で活躍できるための

統一プログラム

ゲンキーの理念に共感し、

未来を共創できる

人材の採用

概
要

・実践での貢献（要職配置）

・譲渡制限付き

株式報酬制度（RS)導入

・各階層別研修

・社外セミナー派遣

・選抜者特別研修

・20週新人教育カリキュラム

・eラーニングの動画学習

・登録販売者 資格取得支援

・部署別教育カリキュラム

・国内外の優秀人材獲得

・幹部候補生の特別採用

25年 23名入社

（東京大学、名古屋大学、早

稲田大学など）

具
体
策

採用 教育
次世代

リーダー育成
幹部候補社員



結語 : ビジョン
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目指すは2040年、 1万店舗チェーンストア企業への挑戦

チェーンストア理論の原理原則に従い、

完全標準化と単純化を徹底し、

毎年１千店舗 高速で出店できる体制を構築する。

日本リテイリングセンター提供
( ペガサスビル 6階 壁面写真 )







【問い合わせ先】

Genky DrugStores 株式会社 IR広報室
E-mail : genky-ir@genky.co.jp

みんせつ 取材カレンダー
https://app.msetsu.com/interviews/1uEoNAeI
TEL : 0776-67-5240 (ゲンキー株式会社 代表)

－ご注意－

本資料に記載されている予想数値は、当社が現在において入手可能な情報、及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に基づく

仮定を前提としています。

また、プレゼンテーションの際の説明には、将来の見通し・判断・計画あるいは戦略が含まれています。これら将来予測による

記載及び発言は不確定要素を含んでいることから、実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。


